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地域資源管理と社会資本

ーカリフォルニア州のかんがいを事例として一

長南史男

I . はじめに

カリフォルニアでは、連邦、州政府の大規模な水利開発プロジェクトに

より新しいかんがい農業が発展し、世界有数の高い生産力をもつ農業地帯

が形成された。しかしながら、国営プロジェクトでは1940年代に契約され

た水利用契約が更新時期に入り、また近年竣工した州営プロジェクトにお

いても受益一負担の不均等問題が大きな論争の渦中にある。すなわち、現

時点での用水の費用負担問題は、ファミリーファームと石油資本等を背景

とする企業的農場との相克、輸出産業指向の農業が抱える問題を先鋭的に

示している。さらには、かんがいによる塩害などの環境問題・外部不経済

の問題、非農業部門の水利用との競合、地域間（州内および州間）の水の

移転問題など、高次元での地域資源管理と水利開発事業の広範囲な社会経

済効果について、将来の農業のありかたに示唆するところが多い。本報告

では、カリフォルニア州における水利開発の歴史と現状を「水の価格」を

中心に紹介し、その経済的意義と問題点、日本農業に示唆する点を考えて

みよう 1)0 

II • 開発主体とかんがい投資

1 . 連邦政府（国）によるかんがい投資プロジェクト

カリフォルニア州の水利は1900年代に民間投資によって開発されたが、

当時の水利開発はサクラメント周辺の低湿地帯のデルタと州北部の河川か

らの水利に限られていた。州の大半は乾燥気候地帯であり、山間部の土地

が肉牛放牧などに利用される程度で、大盆地の中央以南は未開発のままで

あった。

全州レベルの水利用計画が、 CentralValley Project (以下では CVP

と略称）によって初めて実現した。 CVPは1930年代の米国経済政策の潮

流を体現した TenessyValley Authority (以下では TVAと略称）と並

ぶ大きな公共投資プロジェクトであり、 TVAとの比較は、カリフォルニ
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ア州のかんがいプロジェクトの特徴を知るうえでも有効である（表 1)。

両者はともに、発電 (CVP-60万KW,TVA-95万KW)・ 洪水制御• かんがい利

用などの水利の多目的利用計画である。

受益地区の人口は、両プロジェクトの違いを示す重要な指標である。 T

VAはCVPの約 3倍の受益地区人口を擁し、農場経営の規模がかなり小

さい。 1939年の農家平均所得は、全米平均が$1,469であるのに対して、 T

VAの平均所得は$885と低かった。一方、 CVPの受益地域であるサクラ

メントおよびサンホアキン地域では$4,400と高く、米国平均の 3倍以上で

あった。この違いこそ、公共投資と政府の役割に関連して、今日まで重要

な政策課題を提示し続けているのである。

水利開発の代理機関としての組織上の違いも重要であろう 2)。TVAは

大統領任命の委員会のもとに組織され、既存の行政省局に属さない独立し

た組織であった。一方、 CVPは内務省土地改良局の監督下にあった。ま

た受益区域をみると、 TVAが南部7州にまたがっていたのに対し、 CV

Pはカリフォルニア 1州のプロジェクトであった。地勢上、カリフォルニ

アはアメリカ合衆国における「孤立国」と表現されることがあるが、その

後の州政府単独の水プロジェクトの展開を考察する際に留意すべきであろ

っ。
CVPの主要なかんがい事業は、サクラメントバレーの水をサンホアキ

ン地域に移転（図 1)することであった。主要なダム開発により、 240万

Acre-foot4) (Iーカー7ット、以下ではAFと略称）の水、かんがい面積にして71

. 6万エーカ—相当分を供給する計画であった。計画当時、カリフォルニア州の

かんがい面積は約250万エーカーであったから、その30%にあたる大規模

なものであった。この他に、ダムの建設、用水路、揚水施設など多くの小

プロジェクトが含まれ、水利権移転を含む全州的な水利用の調整がなされ

た。都市や非農業部門での水利用も含め、北部が水を供給し、南部が水を

需要するという基本的な需給構造のもとで、 「水の移転市場」という経済

機会の創造力をそこに見て取れる。

CVPの財政は連邦土地改良局が責任を持ち、基本的には連邦の税収入

と水の販売収入によって賄われる。このために洪水制御、かんがい、電力、

河川航行、塩害防止などの目的によって費用が各受益者に配分された。洪

水制御、航行、塩害防止、魚類• 野生動物の棲息環境保全などは公共に益

するものとし、便益者は直接負担せず、政府負担となった。 1959年時点で、

総費用8.75億ドルのうち、受益者負担による償還可能額は8.12億ドル、そ

の受益者別負担比率は、かんがい48.5%、電力39.2%、水道・その他産業
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表 1 CV PとTVAプロジェクトの比較 ー当初計画一

項目 CV A1, TV A2> 

計画目的 発電・洪水制御・ かんがい 左記に同じ

発電量 60万KW 95万KW
灌漑受益面積 71. 6万エーカー 100.0万Iーカー（洪水域）
総事業費 8. 7 5億ドル 10. 36億ドル3)
関係州 カリフォルニア州のみ 南部 7州
法的根拠 1933年CVP法 1933年TVA法
担当省 内務省土地改良局管轄 大統領直属の独立機関

(1939年の農業の状況）
農業生産額 2. 79億ドル 2. 53億ドル
生産額／戸 4) 4,400ドル 885ドル

資料） Walter E. Packard, The Economic Implications of the Central Valley 
Project, 1942, Los Angels, California 
判1'/1ール「TVA]、岩波書店、 1953

注 1) CV Pは CetralValley Projectの略称

表2

2) TV Aは TennesseeValley Authority (テネシー河流域開発公社）の略称
3) 1952年時点の支出額
4)全国平均は1.469ドル

CVPプロジェクトのかんがい費用と料金比較

かんがい系統 Friant Kern Canal 
契約種類1) I II 

運転維持管理 7. 34 3. 3 7 
サービス費用 12. 47-12. 83 5.96-6.12 

Full Cost2'(A) 25. 01-36. 35 12. 50-21. 75 
(B) 31. 41-50.12 16. 32-32.16 

（単位： $/AF) 

Madera Canal 
I 

7. 34 
12. 52-12. 69 

27. 73-28. 91 
35. 33-37. 35 

資料） Description of Component With Individual Contractor Deficits 
Ratesetting Method, Central Valley Project, California 
Irrigation Ratesetting Policy Public Review Document, Bureau of 
Reclamation Mid-Pacific Region, Sacramento, California, 1987 

注 1)過去28年間の統計にもとづき、確保貯水量(theaverage amount of 
dependable stored water)契約 I、この他、洪水により年々変動する
貯水量(availableflood water)契約nとに分かれている。
2)計算方法は土地改良法改正法203条による。 (A)(B)は利子率の違いに
よるもので、それぞれ7.849%、11.503%を採用。
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図 1 カリフォルニアの水ブロジェクト（イラストレーション）
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2. 3%、配水施設9.6% 、魚類• 野生動物0.4%であった。

償還期間は50年、償還財源は電力、水道などの公共利用については利子

分込みでサービス料金によって徴収、かんがい用水については、利子は含

まれず、料金は経常・維持費と固定資本費の一部をカバーするように、

ability-to-pay study 3> により設定された。 1959年の償還のための収入

は、かんがい397万ドル、水道・その他産業62万ドル、電力1,108万ドルで

あり、このうち電力収入は年々の変動が大きい。

かんがい用水価格はエーカーフット (acre-foot)という基本水量単位で

計算される。これは 1acre=約0.4haの農地に 1foot=約30cmの高さの水

をかんがいするということである 4)。 CVPのかんがい用水価格は、二つ

の用水系統について、それぞれ I級、 n級の区分に分かれている（表 2)。

I級は dependableserviceと称され、必ず供給されることが保障された

水の利用料金であり、 $3.50/AF、n級は intermittentserviceと称され、

水供給年度の各期間ごとに利用可能な総量によって配分される水の利用料

金で、 $1.50/AFである。この用水価格は1940年代の契約によって決定され

た水準であり、これが引続き今日まで適用されてきたが、契約更新時期を

むかえて、その妥当な価格水準が大きな争点となっている。ちなみに水道

等の公共的利用の場合は$10/AF、その他の産業は$20/AFである。

2 • 州政府によるかんがい投資

ーカリフォルニア・アクアダクトー

CVPの竣工の後も引続き、拡張・補完的な連邦プロジェクトが実施さ

れたが、 1950年代後半になって、水資源開発プロジェクトの主体は、連邦・

政府から州政府へと移った。 1956年に策定されたカリフォルニア水資源計

画報告書にもとづき、 1960年に水利開発投資資金調達を目的とした州債発

行が州民の直接投票により承認された。事業費総額 19.45億ドルの大規模

な水利計画であった。サクラメントバレーには350万AFの貯水ダムを建設、

デルタ地帯の水質の改善、カリフォルニア北部から南部のロスアンジェル

スまで、最長 720KMの距離を運河とパイプによって水を移転（カリフォル

ニア・アクアダクト）する大プロジェクトであった。 1990年時点で、かん

がい用水需要13億4,2 60万AF、都市用水需要20億480万AFと予測され、基本

的には、都市地域での水需要増加への対応に重点が置かれていた。

ケルン郡（図 1)における州政府プロジェクトのかんがい用水価格が、

表 3に示されている。価格の構成は、まず第一に、基幹水路カリフォルニ
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ア・アクアダクトによる輸送費（固定資本の償還(1)と経常費(2))、第二

に基幹水路から特定の地点へ導水する支派線の費用(3)、 第三に貯水ダム

の水源であるデルタ地帯に支払う水料金 (4) である。この他に 1601—かを超

過した分（共有の場合は320エーカー）については、超過料金 ($2/AF)が課さ

れる。 (1)-(4)の総計は、 1989年で$64/AFである。

表4は、ケルン郡のかんがい区毎に水の使用費用 ($/AF) を示したもの

である。 6. 6 7ドルから108.6ドルまで、かんがい区の条件によって、大き

く異なっていることがわかる。

3 . 私的かんがい投資ー地下水利用を中心に一

私的投資によるかんがいとしては、他州と同様、地下水利用が一般的で

ある。その費用は地下水位、すなわちどの程度の深い井戸を掘るかによっ

て大きく違う。ケルン地区では、概算、 2507ィートの深さで$50/AF、5007ィート

では$96/AFであるが、実際には200-2507ィートまでの深さが採算がとれる水

準で、本数も最も多い。

地下水利用は、農場レベルで投資の意思決定が可能であるが、水利権の

取得・調整問題、水位の低下の可能性、塩害などの環境問題によりリスク

がきわめて大きい。カリフォルニアの農業経営にとって、水が経済的な不

確実性の要因とされる最大の理由である。 1987年にケルン郡で筆者が実施

した農場経営収支に関する聞き取り調査によれば、水利費関係の支出限度

の目安は 1l—かあたり 200 ドルであった。

皿 水の価格差と市場メカニズム導入の可能性

ー受益者負担の不均等性をめぐって一

かんがい用水の価格は、以上のように連邦プロジェクトか州プロジェク

トか私的プロジェクトかによって大きく異なる。連邦、州政府プロジェク

トについては、実際の支払い価格が農家の支払い能力によって決定される

ために、フルコスト価格よりも大幅に低く、この場合、特に大規模農場経

営が大きな利得を得ることが問題とされている。 Villarejo (1986) によ

れば、サクラメントバレーのエーカー当りのかんがい用水に対する農家の

平均支払い額は $12-15である。フルコストを支払うと仮定すると約$170

であり、農家の負担率は10%以下と推定される。農場規模が 960エーカーであ

れば、水利費に関する農家への年間補助金額は (170-15)X 960 = 150,000、
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表 3 州政府プロジェクトの水費用ーケルン郡かんがい区一 （単位： $/AF) 

年度 許可水量 カリフォルニア用水路 支絲費用 デルタ地域に 総費用
による輸送費用 支払う水料金 (5) 

(acre- 資本 最小負担額 = (l) +(2) + 
（水年度） foot) (1) (2) (3) (4) (3)+(4) 

1981 969.8 5.6 3.5 3.5 11. 0 23.6 
1982 1017.7 6.6 3.7 4.4 13. 5 28. 2 
1983 1055.0 8.2 5. 9 15. 9 15.4 45.4 
1984 1100. 0 9. 0 15. 1 18.7 10. 9 53. 7 
1985 1135.0 . 8. 6 7.5 29. 91) 11. 8 57.8 
1986 1172. 1 8.7 7.2 28.8 13.7 58.4 
1987 1202.4 8.6 8.6 25.9 15.5 58.6 
1988 1225.9 9. 0 8.6 25.5 15.9 59.0 
1989 1241. 0 9. 5 ・9. 8 27.5 17. 2 64.0 

資料） Kern CountyりaterAgency 
注 1)1985年に支線費用は、最小負担額から可変費用に変わった。

表4 ケルン群のかんがい区別水料金と平均費用、 1986年

かんがい区＇） 水料金 固定費用

Arvin-EdisonりSD 27.00 29.00 
BelridgeりSD 0.00-24.50 26.43 
Berrenda MesaりD 45.00-86.00 43.67 
Buena Vista~D 6.67 

B・u t tonwi llow ID 29.30 3.87 
Cawelo WD 64.70 

Delano-Earlimart ID 4.68-15.43 3.05 
Henry MillerりD 28.92 

Improvement District No.4 10.49-20.00 一
James-Pioneer ID 19.00 一
Kern Delta 10.00-33.00 1. 99 

Kern-TulareりD 78.00 10.83 

Lost HillsりD 19.53-100.28 20.32 

North KernりSD 15.00-20.00 1. 82 

Pond Paso WD 11 o. 00 8.31 

Rag Gulch WD 65.00 9.92 

Rosedale Ranch ID 24.50 一
Rosedale-Rio BravoりSD 10.00 7.76 
Semi tropicりSD2) 一 一
. ShafterーりascoID 6.00- 9.00 2.83 

So.San Joaquin MUD 3.90-39.50 2.48 
りestKern WD 2> 一 一
Wheeler Ridge-MaricopaりSD 75. 15-187.17 58.82 

資料） Kern CountyりaterAgency 
注 1) WDはりaterDistrict, りSDはりaterStorage District, 
IDは IrrigationDistrictの略称である。

2) 地下水かんがい区のためデータなし。
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可変費用 合計

27.00 56.00 
24.42 50.85 
45.00 88.67 

一 6.67 
33.17 37.04 
43.90 108.60 
8.43 11. 48 
7.99 36.91 
15.63 15.63 

19.00 19. 00 
12.14 14.13 
78.00 88.83 
14.75 35.07 
16.41 18.23 
33.00 41. 31 
65.00 74.92 
24.50 24.50 
10.00 17.76 

一 一
6.17 9.00 
12.50 14.98 

一 一
36.60 95.42 



約15万ドル、 1ドル130円としても、 1,9 50万円ということになる。但し、

この推定は、あくまでも一つの例である。

農家の費用負担の問題については、すでに経済学上の議論はつくされた

といって良いであろう。一般的な見解は、 「現在の費用負担政策は全体に

矛盾があり、水利用の非効率と不公正をもたらしている」というものであ

り、現行の農家支払い限度価格をやめ、フルコスト価格 [Fullcost water 

price]を償還の基準とすることが勧告されている。しかしながら、 1987年

時点での農家の支払い価格は、上記の推定にもみられるように、フルコス

ト価格の10%から 30%程度の割合にとどまっている 5)。

かんがい受益面積は、 1902年の土地改良法で、 1農場あたり 1601ーカー(64

ha) の制限条件があった。農場規模の拡大、かんがい農業が大きな資本を

必要としたことなどの理由から、 1982年の土地改良法改正では、農場所有

の上限面積は 1 農場あたり 1601—かから 960エーカー(384ha)に引き上げられた。

これにともない、連邦政府プロジェクトによるかんがい用水利用も、 1農

場あたり最大9601ーカーに引き上げられた。 1982年の土地改良法改正法では、

1601ーカーを超える貸地についての水利についてはフルコスト価格を払う条

項が加えられたが、この条項の適用については論争の決着がついていない

ようである。

図2 カリフォルニア州プロジェクトの水料金の推移と予測， 1974-1992年

価格指数 {1974年度=100)
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表 5 CV P受益農場経営規模の分布ーグレン・コルサかんがい区 (1985年）

経営規模 (acres) 農 場 数 農地所有者数

80未満 125 (28. 5) 496 (54. 7) 
80 ,....., 160 71(16.2) 167 (18. 4) 
160 - 320 99 (22. 6) 138 (15. 2) 
320 -.. 640 90 (20. 3) 69 (7.6) 
640 ......, 960 27 (6. 2) 16 (1.8) 
960 --1, 280 11 (2. 5) 6 (0. 7) 
1. 280 - 2, 560 13 (3. 0) 11(1.2) 
2. 560 - 5,120 2 (0. 5) 2 (0. 2) 
5, 120以上 1 (0. 2) 2 (0. 2) 

総 数 439 907 

（備考）総面積 (acres) 145, 589 157, 984 
農場平均規模 (acres) 332 174 

資料） Don Villarejo, How much is enough?, 
California Institute for Rural Studies, Inc. 1986 

注） カッコ内は割合(%)

表 6 CV P受益農場経営規模の分布ーウエストランドかんがい区 (1985年）

農 場 数
経営規模 (acres)

灌漑区 地区外面積を含む2)

80未満 9 (3.0) 7 (2. 3) 
80 ,,.._, 160 33 (11.1) 26 (8. 7) 

160 - 320 39 (13.1) 25 (8. 4) 
320 __, 640 43 (14. 4) 34 (11.4) 
640 ......, 960 50 (16. 8) 48 (16. 1) 
960 "" 1, 280 20 (6. 7) 20 (6. 7) 
1, 280 ,..._, 2, 560 50 (16. 8) 67 (22. 5) 
2, 560 - 5, 120 30 (10. 1) 33 (11.1) 
5, 120以上 24 (8. 1) 38 (12.8) 

総 数 298 298 

（備考）総面積 (acres) 514,023 1. 045, 285 
農場平均規模 (acres) 1, 725 3, 508 

資料）表5に同じ。
注 1) カッコ内は割合（％）
2) ウエストランド灌漑区以外の州内の経営面積を含む規模分布。
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カリフォルニア州プロジェクトの水費用の推移が、図 2に示されている。

1987年で$58/AFであった。その費用はかなりのスピードで年々上昇してお

り、実際に徴収する水料金の上昇以上に増加し、そのギャップをどのよう

に埋めるかが、現在大きな課題となっている。しかも、水価格の上昇は小

規模経営の存続にかかわる問題である。伝統的なファミリーファームは、

水の価格が上昇することによって経営が悪化、大農場にさらに土地が集積

され、所得分配の不均等度が増大する可能性があるといわれている。水料

金の設定は、現在のカリフォルニア州の農場経営規模の構造を考慮すると、

非常に判断が難しい社会経済的な決定を意味する。

表 5、表 6は、カリフォルニア州の農場経営規模の構造についての情報

を与えるためのものである。サクラメントバレーとサンホアキンバレーの

2地域は開発の背景や、農場経営の作目も異なっている。前者のグレンコ

ルサ地区は歴史的にも古くからかんがいされており、典型的な家族農業が

営まれた地帯であり、平均規模は 332I—か、カリフォルニアで生産規模と

して通常考えられる規模である。 160Iーカー以下の農場数の割合は約45%と

少ない。また農地所有が細分化され160Iーカー未満の農地所有者が全体の 73

％を占めている。一方、ウエス・トランドかんがい区は、石油資本などの大

資本を親会社とする大農場経営が多い地域であり、平均規模は1,725Iーカー、

もしも地区外を含めると 3,50 8エーカーという大規模農場経営地帯であり、主

として輸出農産物を栽培し、かんがい投資によって文字どおり「砂を金に

化した」地域である。彼らの経済行動は農業経営行動の枠組みを超えてお

り、税金対策上の農業投資、農場の家族メンバーヘの分割による 960I-か

の制限に対する合法的な対応などが一般的である。農学や農業機械などの

各専任の農業技術者や経営者、そして賃労働者を雇用して、高度な技術効

率、経営効率を達成、農産物および投入価格条件の如何によっては自作経

営部分を縮小し、小作に出すなどして、機動性および収益性の高い経営を

行っている。

かくして、公共投資によって水資源が開発され、多くの矛盾をかかえな

がらも、カリフォルニアではきわめて活力ある高生産性の農業地帯ができ

た。そこには、家族経営農場と同様、企業的な農場の典型をみることがで

きる。水のフルコストを支払わないことは、単に一部農場経営の利得を増

加させるというのみならず、もっとも重要なことは、水資源の経済効率利

用を妨げ、資源の浪費を生むという点である 6)。しかしながら、水の効率

的利用が可能な技術力、資本力、経営者能力を持つものは大規模経営であ

り、その数は限られているともいわれている。
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水資源の不効率性を市場原理で解決しようとするのが、現在のカリフォ

ルニア州の経済政策の基本であるが、農場規模の構造＝所得分配問題がそ

の政策論争に複雑さを加えている。所得問題を市場メカニズムがどのよう

に解決するかを見極める作業なくしては、市場メカニズムの導入は困難で

あるというのが、筆者の見解である。

IV. 日本農業に示唆するもの

1 . 政府の経済的役割に対する基本的な認識の違い

米国では1902年土地改良法の制定によって、連邦政府が直接かんがい事

業を担当することになった。その法律制定の際の争点は、 「これまで民間

企業によって成功してきた土地改良事業をなぜ政府がせねばならないのか」

ということであった。同じ1902年、日本では北海道土功組合法が成立した

が、財政資金の不足から、北海道の開発は民間重視の開発政策に転換して

いた。にもかかわらず、その時の法案説明は「政府が本来なすべきところ

のものを、民間によってなさしめようとするもの」であった。スタート時

点での基本的な政府の役割の認識は全く違っていたことに注意されるべき

である。本報告で強調したい点は、カリフォルニア州の水利投資には、農

業部門にとどまらない地域固有の資源の利用管理の姿が現れており、政策

の選択、裁量権の行使について、州レベルの意思決定が基本となっている

ことである。この点で米国のシステムに学ぶところは多い。

2 . 「水の価格」概念について

日本では、エーカーフットといった水の単位価格概念がなく、水利費は

単当たり賦課金によって支払われるのが一般的である。市場メカニズム導

入の立場からすれば、ここから水資源利用の非効率が生ずる。この点、モ

ンスーン気候という環境のなかで発達してきた日本農業における水利用と

水の移転がなければ農業ができないカリフォルニアの経済環境の違いは大

きい。

カリフォルニアでは、降雨量が微々たるもので、ダム貯水置によって確

保された水量によって、ほぼ100%かんがい用水量が決定されるのに対し、

日本の場合は、渇水期の 1ないし 2月分の水量をダムで確保する程度で、

あとは降雨がもたらす期待水量に依存しているわけである。したがって、
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契約水量、契約価格の概念が前者では機能しやすいが、後者では定義その

ものが既得水利権との関係で難しいのである。さらには、日本では土地資

本と一体化した水利用、水稲に限定された作目に特徴がある。現在のよう

な減反政策のもとでは、農業基盤整備費の負担問題が論議されたとしても、

水利用の非効率については議論がなされてこなかったのである?)。以下で

は、この点に関連する討論の素材を整理しておこう。

まず第 1に、水利用と土地資本の一体化により生み出される曖昧性、よ

り具体的には農業基盤整備事業実施における社会資本概念の曖昧性という

点である。特に、食糧生産重視という大きな政策目標について、非農業部

門での意見がゆらぎつつある現在、農家サイドでも合意形成がむづかしく

なってきている。しかも、事業実施における国一道一団体営の連動ないし

パッケージ化は、事業の完全性を期するあまりに、経済状況の変化に短期

的に対応する機動性に欠けている。国、道、団体営の相互連関が強すぎる

が故に「大事」になりすぎ、農家自身の問題であるにもかかわらず、結果

的に農家の意思決定のレベルになかなか到達しえない。

第 2に、事業実施に際して、 「契約」概念が欠如しているのではないか

と考えられることである。エ期の延長、受益開始時期が農家経済へ与える

影響の大きさは、これまでも多く指摘されてきた。同意率の思想あるいは

一律減反の思想といった、従来の日本的な政策対応をあらためる必要があ

ろう。また、その際、地域固有の資源利用としての認識を再度明確にする

作業が必要である。

第 3に指摘しうることは、日本農業の場合、水利用について代替作目が

あまりにも少なかった点である。特に米作以外の農業基盤整備にとっては

大きな課題であった。農業用水に限定するならば、公共投資といえども派

生需要である。したがって、農業公共投資をより高い次元に位置づける必

要が出てきている。本報告では触れなかったが、カリフォルニアのような

乾燥地帯では、水利用による塩害の問題が、単に当該農場の問題ではなく

広域的な環境問題として現れ、自然環境の破壊のみならず、農業生産基盤

そのものの弱体化という大きな問題を抱えている。しかし、これに対処す

るために不断の研究開発投資8)がなされていることのほうが、より重要で

強調したい点である。モンスーン気候もあって、日本の場合は、農業がも

たらす外部不経済についてあまり報告されることがなかった。それと同時

に、評価方法が難しいこともあって、農業の外部経済のプラス面の評価が

あまりに少なかった。今後、広義の環境と農業生産のトレードオフ関係を

積極的に取り入れた、農業サイドからの経済評価が必要であろう。
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（注）

1)米国においても、農業用水の供給などで、公共部門は地域開発に大き

な役割を果してきた。 1977年の米国のかんがい農地は約 6 千万1—か、全

農地の14%を占めた。かんがい農地の割合は西部諸州が圧倒的に多く、

西部の17州で 8割以上を占める。西部のかんがい農業の経済状況につい

ては、 Frederick(l982) を参照。またカリフォルニア州と日本の農業水

利との水利システムの違いを簡潔に示したものとして、志村博康(1989)

参照。日本の農業経済研究者がカリフォルニアの水利制度を分析したも

のとして、佐藤(1988)参照。

2)開発主体と称するものと開発代理機関とは、厳密には区別されるべき

である。米国の水利制度の組織論的な分析としては Anderson (198 3)参照。

3)農家の経済負担、かんがい用水価格は、 1939年の土地改良プロジェク

ト法がその法的根拠となっており、農家の支払い能力価格[Theability 

-to-pay price]という概念にもとづいて決定されてきた。この概念は、

土地改良による便益は本来、国家のものであり、直接使用者の負担とす

べきではないという考え方にもとづいている。

4)例えば、サクラメントバレーの場合水稲栽培の必要水量は 4.-.....9 acre 

feetである。同一作目でも、圃場条件によってかなり異なることに注意

されたい。

5)経営費全体に占める水利費の割合は、 2%から30%までの範囲にある。

野菜、畑作、果樹などの作目で異なり、それぞれ大きな分散がある。こ

こでは、水の効率利用（高収益が保証された）が可能な作目、野菜の作

付割合は小さく、果樹についてはもともと降水量が比較的多い丘陵部に

立地したものが多いことから水利費の割合が小さい点などに注意が必要

である。

6)カリフォルニアの農業用水利用についてレントシーキングの経済分析

をおこなったものとして、 Gardner(1983)参照。

7)佐藤豊信(1990)による理論的な分析がある。

8)北海道の寒冷気候帯での水稲栽培に関する研究開発投資は、もっと高

次元で評価されるべきであろう。
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